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指標（単位） 
現状値 

（H26） 

指標の 

方向性 

めざす値 

（H32） 

国民健康保険特定健診の受診率（％／年） 38.8 60.0 

大腸がん検診の受診率（％／年） 30.4 50.0 
麻しん及び風しん定期予防接種（２期）の実施

率（％／年）
90.4 100 

6-1-2 ライフステージに応じた正しい食習慣を身につけられるよう啓発します。 

（重点取組） 

①「妊娠・出産期」からはじまる各々のライフステージに応じた相談・教室等による情報提供

や学校，保育所における給食等を通じての食に関する指導の充実を図ります。

指標（単位） 
現状値 

（H26） 

指標の 

方向性 

めざす値 

（H32） 

食育関係講座等の参加人数（人／年） 699 900 

6-1-3 こころの健康について，関係機関と連携し支援します。

（重点取組） 

①「*こころの体温計」の周知を図るなど，相談窓口やストレス解消等の情報提供を進めます。
②各関係機関との連携を深め，相談から支援まで相談窓口が連携して支援が図れるよう，自殺

予防対策を進めます。

指標（単位） 
現状値 

（H26） 

指標の 

方向性 

めざす値 

（H32） 

ストレスを感じたときの相談相手がいる人の

割合（％）

93.7 
(Ｈ24) 100 

４ 市民主体による取組                                 

◇定期的な健康診査やがん検診の受診

◇予防接種を受けること。

◇健診後の積極的な自己ケア

◇十分な睡眠などによる心身の休息

◇ストレスやこころの健康に関する正しい知識の習得

◇自分にあったストレス解消法の習得

◇職場や地域において悩みを相談できる仲間づくり

［関連する課題別計画］ 

第２次芦屋市健康増進・食育推進計画（H25～H29）
芦屋市新型インフルエンザ等対策行動計画（H26）
第２期芦屋市特定健康診査・特定保健指導実施計画（H25～H29）

(27)



(28)



(29)



(30)



(31)



(32)



(33)



(34)



(35)



(36)



(37)



(38)



65 

３ 後期５年の重点施策                                   

7-3-1 障がいへの理解を深めるため，普及，啓発活動を行います。 

（重点取組） 

①障がいへの正しい理解が広がるように，障がい理解のための学習機会の増加，交流活動の場

の充実を図ります。

②支援を必要とする人が，途切れのない支援を受けられるように，*サポートファイルの周知・
有効活用に向けた研修会等を開催し，*サポートファイルの普及啓発に努めます。

指標（単位） 
現状値 

（H26） 

指標の 

方向性 

めざす値 

（H32） 

障がい福祉に関するアンケート調査による「障

がいのある人に対する地域の理解度」（％）
22.9 30.9 

*サポートファイルの配布部数（累計冊数） 133 306 

7-3-2 相談窓口体制や相談拠点の充実を図ります。 

（重点取組） 

①障がいのある人が安心して相談支援が受けられるように，*障がい者基幹相談支援センター
をはじめとした各相談事業者の人材育成など，相談支援事業の充実を図ります。

②障がいのある人一人一人の権利が尊重され安心して暮らすことができるように，*権利擁護
支援センター機能を充実し，ネットワークを構築します。

③*障害者差別解消支援地域協議会を設置し，障がいを理由とする差別に関する相談や紛争の
防止・解決等を推進するためのネットワークを構築します。

指標（単位） 
現状値 

（H26） 

指標の 

方向性 

めざす値 

（H32） 

障がい福祉に関するアンケート調査による「相

談相手」が障がい者相談支援事業と回答した割

合（％）

10.0 15.0 

障がいのある人の*権利擁護支援センターでの
相談件数（件／年）

760 904 

7-3-3 障がい福祉サービス等の提供基盤の整備を進めます。 

（重点取組） 

①障がいのある人が必要なサービス等を利用できるように，*計画相談支援事業を実施します。
②障がいのある人をはじめとした多世代交流や社会参加の場の創出が期待できる福祉施設の

整備や障がいのある人が地域で安心して生活できるように，*地域生活支援拠点等の整備を
進めます。

③障がい児が，適切な療育・訓練を早期に受けられるように，保健・医療・福祉・教育の関係

機関と連携した療育支援体制の整備を推進します。

(39)
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指標（単位） 
現状値 

（H26） 

指標の 

方向性 

めざす値 

（H32） 

*計画相談支援事業利用人数（人／年） 1,608 8,331

療育支援相談件数（件／年） 149 176

7-3-4 障がいのある人の就労支援を行います。 

（重点取組） 

①障がいのある人が持てる能力を発揮して就労できるように，就労支援関係機関との連携強化

など就労支援を充実します。

②障がいのある人の市役所における短期雇用（*チャレンジド雇用）を推進し，雇用の場を拡
充します。

③障がいのある人が継続して企業で雇用されるように，*芦屋市障害者雇用奨励金の交付など，
継続雇用の支援を行います。

指標（単位） 
現状値 

（H26） 

指標の 

方向性 

めざす値 

（H32） 

障がいのある人の一般就労移行者数（人／年） 10 20 
障がいのある人の短期雇用（*チャレンジド雇
用）任用延月数（月／年）

8 24 

*芦屋市障害者雇用奨励金の交付人数（人／年） 0 3 

４ 市民主体による取組                                 

◇障がいのある人への正しい理解，見守り，声かけ

◇福祉ボランティア活動への理解と参加

［関連する課題別計画］ 

芦屋市障害者（児）福祉計画第 6次中期計画（H27～H32）
芦屋市第４期障害福祉計画（H27～H29）
第２次芦屋市地域福祉計画(H24～H28) 
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8-1-2 消費生活に関する情報を分かりやすく提供するとともに，相談業務や消費者教育の充実

を図ります。 

（重点取組） 

①振り込め詐欺やネット犯罪などの最新の事案に対応した情報提供・消費生活相談体制の充実

とともに，消費者被害の救済へつなげていくための関係機関との連携体制を充実します。

②様々な消費者問題について市民自ら的確な判断と行動ができるように，地域や学校で消費生

活における必要な情報や知識を十分に得られるための教材提供や情報提供を行います。また，

学校においても必要な知識や態度を身に付けるための学習を計画的に実施します。

③自らを消費者被害から守るだけではなく，消費者被害を未然に防ぐことができる知識を持っ

た*消費者市民として活躍する人材を育成するため，「（仮称）芦屋市消費者教育基本計画」
を策定し，身近なところで消費生活に関する知識を学ぶ機会を確保するなど消費者教育を推

進します。

指標（単位） 
現状値 

（H26） 

指標の 

方向性 

めざす値 

（H32） 

消費生活フェア参加人数（人／年） 341  400 

消費生活に関する講座の参加者数（人／年） 306 359

４ 市民主体による取組                                

◇身近な犯罪情報を知ること

［関連する課題別計画］ 

消費者教育基本計画（策定予定）
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施策目標 9-1 家庭や地域，行政の防災力が向上している 

                   （施策目標推進部：都市建設部）

１ 前期基本計画の「重点施策」                              

・災害時に地域の人たちが自主的に行動できるための活動を促進します。

・火災や交通事故などの日常的な災害に迅速に対応できる体制を充実させます。

・大規模な災害に対応できる体制を充実させます。

２「前期の取組成果」と「後期の課題」                           

 災害時に自主的に行動できるための活動の促進では，「防災ガイドブック」の全戸配布や国道

43 号以南の地域住民４万人を対象とする津波避難訓練を実施するほか，*民生委員・*児童委員
の協力などにより，高齢者，障がいのある人の「*緊急・災害時要援護者台帳」を整備しました。
また，「*１．１７祈りと誓い」や学校園での防災学習や避難訓練に取り組みました。設備面では，
防災行政無線について，平成 24年度(2012年度)に７か所を増設しました。
日常的な災害に迅速に対応できる体制の充実では，*統合型発信地表示システムの導入などに
より，119番通報を受けてから出動するまでの時間を短縮しました。消防体制の強化では，デジ
タル波の無線設備を整備し，大規模災害時だけでなく日常的な災害時を含めた通信体制を充実さ

せました。

大規模な災害に対応できる体制の充実では，*災害時における相互応援協定を締結など他団体
との連携を強化するとともに，「芦屋市地域防災計画」を毎年更新しています。備蓄物資として，

アレルギー対応食品の導入や子ども向け非常食の導入等も実施しました。

 今後，南海トラフによる津波等の災害に備えて，*災害時要援護者の避難支援の体制づくりな
ど，地域住民が一体となって防災へ取り組める基盤作りが必要です。また，市民が日常的な災害

に適切に対応できるように啓発などを行うことや，消防団員など消防体制の強化が必要です。さ

らに，大規模自然災害のリスク等に対応するため，地域や事業者と連携・協力しながら，総合的

に推進できる防災・減災体制を構築していくことが必要です。

 また，「兵庫県*国土強靭化地域計画」が策定された後，県の計画を踏まえ本市の「*国土強靭
化地域計画」を策定し，本市の脆弱性等の調査・検討を重ねながら，実施可能な施策について，

計画的に取り組んでいきます。 

３ 後期 5 年の重点施策                                   

9-1-1 災害時に地域の人たちが主体となって防災活動が行える基盤作りを進めます。 

（重点取組） 

①市民の防災意識を高めるため，集中豪雨や土砂災害等の災害に備え，集会所単位等での説明

会を行うなど，効果的な周知啓発を行います。

②災害時に地域住民間で協力し合える体制を構築するため，津波浸水被害や土砂災害の恐れが

ある地区から優先して地区防災計画の策定を支援します。

③災害時に要援護者が安全に避難することができるように，要援護者の「*個別避難支援計画」
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④避難所の防災機能を強化するために，長期にわたり避難生活が行えるよう，学校園等に対し

て，応急的に使える排水設備と断水時における生活用水対策設備の整備を行います。

⑤*災害時協力井戸制度を創設することにより，一般家庭に協力を求めます。
⑥市職員間で災害対応の経験・教訓の継承をはじめ，知見等の共有に取り組みます。

指標（単位） 
現状値 

（H26） 

指標の 

方向性 

めざす値 

（H32） 

民間事業者との*災害時における応援協定締結
数（件）

20 38

防災リーダー養成講座受講者数（人／年） 4 → 4
マンホールトイレ及び井戸を設置した学校の

割合（％）
0.0 54.5

*災害時協力井戸の登録件数（件） 0 6 

防災士資格を取得した職員割合（％） 10.0 25.0

４ 市民主体による取組                                 

◇災害時に近くで気が付いた危険情報を行政へ連絡

◇防災訓練など地域における防災活動への積極的な参加

◇住宅用火災警報器の設置

◇的確な 119 番通報
◇消防団への入団

［関連する課題別計画］ 

芦屋市地域防災計画・水防計画（毎年更新）

第２次芦屋市地域福祉計画(H24～H28) 
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